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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第107期

第３四半期連結
累計期間

第108期
第３四半期連結
累計期間

第107期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 14,925,925 15,447,723 20,165,312

経常利益又は経常損失（△） （千円） 953,204 △264,951 969,341

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）

（千円） 248,738 △377,838 99,979

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 190,809 △775,927 △371,293

純資産額 （千円） 6,740,578 4,308,447 6,244,241

総資産額 （千円） 18,687,770 14,147,965 17,613,780

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 3.18 △4.72 1.28

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） 3.16 - 1.28

自己資本比率 （％） 28.7 22.3 27.8

 

回次
 
 
 

第107期
第３四半期連結
会計期間

第108期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
 
 

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純損失金額 （円） △0.46 △1.88

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社９社及び関連会社１社で構成され、産業用の照明器具や電路配管器具の製造・販売を主

体とする電機事業と、質屋営業法に基づく質屋業及び古物営業法に基づく中古ブランド品（バッグ、時計、宝飾品）の買取と販売

を主体とする古物売買業を展開しております。

質屋、古物売買業…　当社子会社である株式会社大黒屋において、質屋営業法に基づく質屋業並びに古物営業法に基づく

中古ブランド品（バッグ、時計、宝飾品等）の買取と販売とを行っております。国外においては、英国に

おいて中古宝飾品を中心に質屋業及び買取販売業を行っており、また、中国において中古ブラン

ド品を中心に質屋業及び買取販売業を行っております。

電機事業……………　当社の製品は、産業用照明器具群、制御機器群、電気工事材群から構成されており、産業用照明器

具群と電気工事材群は、各地区の代行店及び代理店を通じて販売しております。制御機器群は、主とし

てＯＥＭ商品、特定ユーザー向け商品として販売をしております。

 

 

　当第３四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。

（質屋、古物売買事業）

　第２四半期連結会計期間より、新規設立により中国合弁会社（Beijing XinBang Daikokuya Trading Corporation,

Ltd.）を持分法適用の範囲に含めております。

 

（電機事業）

　主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報

告　書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況

　前連結会計年度において、当社グループでは、①大黒屋グローバルホ－ルディング株式会社による英国の個人向け

質金融事業会社であるSPEEDLOAN FINANCE LIMITEDを中心とするグループ（以下、「SFLグループ」といいます。）の

買収・完全子会社化及び、②大黒屋グローバルホ－ルディング株式会社に対する当社貸付金の資本振替による当社持

株比率の71.5％から87.5％への引き上げを行いました。

　このような状況の下、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、大黒屋において、

平成27年７月のいわゆるチャイナショック以降の免税需要の減速や2015年末のいわゆる「爆買いの禁止」とも言われ

るような中国政府の姿勢により、高額品の売れ行きが鈍化していたことに加え、2015年は１US$当たり120円前後で推

移した円相場が、2016年後半には、米国大統領選挙の影響から1US$当たり115円程度まで戻ってはいるものの、2016

年全般としては、円高が加速し2016年４月以降は１US$当たり110円を下回り、７月以降は、６月の英国のEU離脱の影

響などから、さらに円高が進み１US$当たり100円台前半となりました。この結果、外国人観光客にとってブランド品

価格に、割高感が生じたことから、さらに免税売上の低迷が進みました。ブランド品の価格はドルベースではある程

度安定しているため、急激な円高（2015年12月より2016年11月までの）により、円安時に仕入れた在庫（15年12月時

点で37億円となっています）の商品構成が習近平ショック前の高額品に偏っていたこともあっため、在庫の平均コス

トを落とすおよび在庫の構成を低単価の売れ筋に構成を急激に変える必要があり、このような環境に対応するため、

７月から８月にかけて、円安時に買い取りを行った商品を売価を下げて販売することで在庫の洗い替えを実施いたし

ました。特に昨年7－9月は在庫単価が販売単価を上回る事象となり、この在庫調整により、商品在庫を２ケ月間で

1,155百万円圧縮し、円高による為替の影響を短期間に排除してきました。昨年7－9月に急激に在庫を売却し、当

初、在庫のコストを下げことにより、販売単価を下げ需要が回復すると予想しましたが、十分な在庫を10月期に仕入

れられず、当初予定していた昨年同様の収益を回復するにいたりませんでした。当社のビジネスモデルは、基本的に

は仕入れコストの影響を最小限に抑えるために在庫回転率90－120日程度で高回転させることを目標としておりま

す。その後にクリスマス商戦に向けた商品の仕入を中古市場を通じ推進しましたが、店頭での仕入が為替の影響を受

け低迷したことから、11月末現在の店頭在庫が前年比数量で約3千個、金額で1,170百万円減少し、在庫の単価も為替

の影響から約33%の下落があったことから、12月の販売数量は前年12月を上回ったものの、売上高においては、前年

を下回りました。しかしながら、12月の下旬には在庫の質と量が改善し、販売数量の増加が示すように、売上が伸び

始めております。今回在庫の処理が終了しましたので、1月以後の数字では回復基調にありますが、今回の結果と

なった次第です。その結果、町田店及び福岡天神本館をオープンし、12月後半から回復の兆しを見せてはいるもの

の、店舗商品売上高が前年比2,016百万円減少（既存店2,209百万円減）したことにより、大黒屋の第３四半期累計期

間の売上高は11,248百万円（前年同期比2,124百万円減）となりました。

　利益面については、上記のとおり円安時に買取を行った商品を迅速な在庫洗い替え中古市場で販売価格を下げて在

庫処分を行ったことにより、本部販売の利益率が大幅に低下し、前年と同一の利益率であった場合に比して130百万

円程度の利益が減額となっています。また、店頭での商品売上については、商品の調達が通期では中古市場からの仕

入のウェイトが増したことから、店頭での利益率も下落し、粗利益率悪化を原因とする減益が175百万円、上記急激

な円高により、7－9月期には販売単価下落の影響もあり売上高が減少し、減益額が591百万円となりました。その結

果、売上総利益率が全体で26.7％（前年同期比2.7％減）となり、売上総利益は3,003百万円（前年同期比927百万円

減）となりました。販売費及び一般管理費においては、スポット的な費用として、町田店及び福岡天神本館の開店に

伴うコストの増加、新たな取り組みとしてLINE査定の開始に伴うコストの増加、さらに新システムの導入に伴う関連

費用の増加などがありました。また、外形標準課税の改正による租税公課の増加などの影響を受けた結果、販売費及

び一般管理費は2,270百万円（前年同期比106百万円増）となりました。その結果、営業利益は733百万円（前年同期

比1,033百万円減）となりました。経常利益は735百万円（前年同期比686百万円減）、税金等調整前四半期純利益

は、保有不動産の売却を行ったことから、1,044百万円（前年同期比376百万円減）となりました。

　（なお、上記販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益につきましては、連結の

適用に伴う一定の調整を加えた後の金額となります。）

　当社グループ主力事業である中古ブランド品買取販売事業は、80％程度を一般消費者から商品を買取販売すること

を基本としています。また当社の事業の根幹は在庫回転期間90日以内を目標として、買取販売をしています。そのた

め、従来であれば目標在庫回転期間内であれば為替変動による商品価格の下落（円高による円ベースでの下落）は消

費者、市場からの買い取りを市場に合わせることにより、90－120日程度で市場リスクは解消していきます。しか

EDINET提出書類

大黒屋ホールディングス株式会社(E01891)

四半期報告書

 4/19



し、今年度の7月～9月の急激な円高により、中古市場仕入れを抑え、高額品の在庫処分を実施し、市場価格に沿った

在庫の洗い替えを推進したことにより、次期以降は、店舗へ十分な商品の供給ができることとなるため、従来の売上

高および売上総利益率が維持できると考えております。

　上記による免税売上高の減少に備え、また、為替の影響を短期間に解消することおよびグローバルな需要の変動に

対応するため、爆買いにより日本の中古ブランド品の需要が海外で認知されたことを契機に昨年来急速に海外展開を

進めております。

　今後は、同業他社との業界再編も予想され、日本におけるある一定の基盤を早期に確立するために一定の範囲で積

極的に店舗展開、資本業務提携、買収等を検討していきます。

　当期は、平成28年６月25日に大黒屋町田店を、また同年９月17日には大黒屋福岡天神本館を開店し、好立地にて出

店しております。引き続き好立地での店舗数を増やすことで業績基盤を強化し、企業価値最大化を目指します。

　また、SFLグループにおいては、クリスマス商戦に向けた十分な在庫の確保が困難であったため、小売事業に係る

売上高が想定を下回りました。また、当期は金価格が前期に比して概ね上昇傾向にあったため金の買取・販売にかか

る売上高が想定を上回りました。この結果、第３四半期累計期間の売上高は4,160百万円となりました。なお、同グ

ループの損益は前第３四半期連結会計期間の途中から当社グループの損益に含めており、損益を計上している期間が

当期と異なるため、前年同期比数値を示すことはできませんが、連結に加える前の期間を含めた同グループの第３四

半期累計期間の売上高は前年同期比で14.3%増加しております。

　上記の他、人員削減を中心とした一時的なリストラクチャリング関連費用が想定以上に発生しました。これらの結

果、現時点では当期の連結業績への貢献ができておりませんが、リストラクチャリングが一巡した後には、連結業績

への貢献が期待できます。また、同グループにおいて、大黒屋ビジネスモデルを取り入れた中古品買取販売店舗を富

裕層の多いロンドンに平成28年７月に出店しましたが、大黒屋の標準店以上の業績を上げており、今後も同地域を中

心に店舗を展開していきます。

　中国でのCITICグループとの合弁会社であるBeijing XinBang Daikokuya Trading Corporation Ltd.が平成28年８

月に設立され、大黒屋の店舗をモデルにした同社の中古ブランド品の買取・販売を主とする第一号店は北京で同年12

月に出店されました。同社は立ち上げ時のため、当期における当社収益に対する同社の貢献度は高くありませんが、

今後事業の拡張に伴い、貢献が予想されます。なお、同社によるeコマース事業の開始はシステム開発等の遅れによ

り来期初になる予定です。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における質屋、古物売買業の業績は、売上高15,171百万円（前年同期比

3.8％増）、営業利益657百万円（前年同期比65.4％減）となりました。

　他方、電機事業の属する電機事業業界は、東日本大震災を機に最終ユーザーによる設備点検・強化に伴う製品の発

注並びに省エネ需要を背景としたＬＥＤ関連製品需要の顕在化により、売上高は回復基調にあるものの、長期にわた

る産業用の設備投資の抑制による受注低迷に加え、資材価格や物流経費の上昇、市場規模が小さい中での厳しい価格

競争により収益的に厳しい環境が続いております。

　このような状況の下、当社の電機事業においては、適正な利益を確保すべく抜本的な事業の見直しに着手し、顧客

に対して製造原価上昇分の販売価格への転嫁を行い、また、製品別の利益幅の改善を進めるとともに、顧客の節電対

応により需要が顕在化しているＬＥＤ製品の新たな販路の開拓に努め、利益率の更なる改善を図っております。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における電機事業の業績は、売上高275百万円（前年同期比15.7％減）、

営業利益73百万円（前年同期比31.3％減）となりました。

 

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は15,447百万円（前年同期比3.5％増）、

営業利益及び経常損失につきましてはそれぞれ249百万円（前年同期比84.9％減）、△264百万円（前年同期は953百

万円の経常利益）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は△377百万円（前年同期は248百万円の

四半期純利益）となりました。

 

（2）財政の状況

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は11,114百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,631百万円の減
少となりました。これは主に現金及び預金が2,205百万円、営業貸付金が471百万円、商品及び製品が989百万円減少
したことによるものであります。固定資産は3,033百万円となり、前連結会計年度末に比べ165百万円の増加となりま
した。これは主に有形固定資産が33百万円減少し、投資その他の資産が326百万円増加し、無形固定資産が127百万円
減少したことによるものであります。
この結果、総資産は14,147百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,465百万円減少いたしました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は3,892百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,306百万円の増加
となりました。これは主に、短期借入金が500百万円増加し、1年内返済予定の長期借入金が1,443百万円増加し、未
払法人税等が631百万円減少したことによるものであります。固定負債は5,947百万円となり、前連結会計年度末に比
べ2,836百万円の減少となりました。これは主に長期借入金が2,650百万円減少し、新株予約権付社債が160百万円減
少したことによるものであります。
この結果、負債合計は9,839百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,530百万円減少いたしました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は4,308百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,935百万円の減
少となりました。これは主に、子会社である株式会社大黒屋の新株式の発行および自社株式取得による資本剰余金
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1,274百万円の減少、新株予約権の行使による資本金及び資本準備金の増加289百万円、為替換算調整勘定387百万円
及び非支配株主持分198百万円の減少、親会社株主に帰属する四半期純損失377百万円の計上によるものであります。
この結果、自己資本比率は22.3％（前連結会計年度末は27.8％）となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　質屋、古物売買業においては、免税売上は、平成27年７月以降のチャイナショック及び2015年末のいわゆる「爆買

いの禁止」とも言われるような中国政府の姿勢などにより一時の勢いはなくなっておりますが、今後もさらなる増収

増益を目指し、新規出店を積極的に行い前向きに取り組んでまいります。電機事業は、長期にわたって収益的に厳し

い状況が続いていることから、抜本的な事業構造の改革を推進中であります。そこで、今後の当社グループの連結収

益の改善ならびに経営基盤の強化を図るために対処すべき課題とその対処方針は以下のとおりであります。

 

①　質屋、古物売買業の強化と展開加速化

　大黒屋の免税売上は一時の勢いはなくなっておりますが、国内顧客の回復が見込まれる大黒屋の質屋、古物売買

業については、各支店毎の効率的な運営、適正な価格での買取による利益率の確保、さらには大黒屋町田店及び大

黒屋福岡天神本館に引き続き積極的な新規出店を行い前向きに取り組んでまいります。また、平成28年3月期に実

施した英国事業買収および平成28年８月設立の中国CITICグループとの合弁会社であるBeijing XinBang Daikokuya

Trading Corporation Ltd.への出資を含む投資、他社との業務提携等による事業拡大、海外事業展開を積極的に推

進し、短期的な利益向上と中長期的な収益基盤の拡充ならびに企業価値の向上を図ってまいります。
 

②　電機事業の事業構造改革の実施

　これまで、生産面においては、生産体制の更なる効率化や製品の統廃合や在庫管理の強化により製造原価の低減

を進め、結果として利益率が向上してまいりました。今後も引き続きお取引先に理解を得ながら不採算製品の削減

や在庫圧縮を徹底するとともに製造間接費の更なる削減を実施してまいります。
 

③　キャッシュ・フロー重視の経営と経営基盤の拡充

　質屋、古物売買業の強化、電機事業の抜本的な事業構造改革及び本社経費の削減により営業利益拡大を図るとと

もに、事業リスクを低減させ投資の回収を図り、キャッシュ・フローを重視した経営を進めてまいります。

 

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営方針と位置付け、早期に配当を実現できるよう、最重要課題として取

り組んでまいる所存であります。

 

（4）研究開発活動

　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動は重要なものはございません。

　　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 312,000,000

計 312,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 81,934,666 81,934,666
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 81,934,666 81,934,666 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年2月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 
平成28年12月15日
（注）１

595,000 81,934,666 12,647 1,779,155 12,647 144,537

（注）１．第16回新株予約権行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 　株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 81,274,500 812,745 －

単元未満株式 普通株式 54,466 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  81,339,666 － －

総株主の議決権  － 812,745 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式9株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大黒屋ホールディ

ングス株式会社

東京都港区高輪

二丁目15番８号
10,700 - 10,700 0.01

　　　計 - 10,700 - 10,700 0.01

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明誠有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,463,274 2,257,935

受取手形及び売掛金 607,308 565,584

営業貸付金 3,914,820 3,443,336

商品及び製品 4,685,473 3,695,884

仕掛品 14,573 18,979

原材料及び貯蔵品 37,031 34,790

繰延税金資産 107,747 67,683

その他 1,095,881 1,084,956

貸倒引当金 △179,791 △54,514

流動資産合計 14,746,319 11,114,634

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 904,043 976,282

減価償却累計額 △588,123 △613,423

建物及び構築物（純額） 315,920 362,858

機械装置及び運搬具 138,355 138,355

減価償却累計額 △137,755 △137,886

機械装置及び運搬具（純額） 599 469

工具、器具及び備品 926,340 1,051,444

減価償却累計額 △692,047 △753,832

工具、器具及び備品（純額） 234,293 297,611

建設仮勘定 405 -

土地 395,011 251,581

有形固定資産合計 946,231 912,521

無形固定資産   

のれん 1,094,029 946,198

その他 58,269 78,698

無形固定資産合計 1,152,298 1,024,897

投資その他の資産   

投資有価証券 30,855 214,846

退職給付に係る資産 4,017 5,885

その他 736,697 877,819

貸倒引当金 △2,640 △2,640

投資その他の資産合計 768,930 1,095,911

固定資産合計 2,867,460 3,033,330

資産合計 17,613,780 14,147,965
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 90,693 107,671

短期借入金 500,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 600,000 2,043,900

未払法人税等 717,942 86,410

賞与引当金 9,000 35,443

ポイント引当金 49,039 41,713

その他 619,446 577,135

流動負債合計 2,586,122 3,892,273

固定負債   

長期借入金 7,900,000 5,250,000

新株予約権付社債 740,000 580,000

繰延税金負債 31,474 22,212

退職給付に係る負債 20,368 10,839

資産除去債務 15,486 22,105

その他 76,086 62,086

固定負債合計 8,783,416 5,947,244

負債合計 11,369,538 9,839,518

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,634,617 1,779,155

資本剰余金 1,484,647 -

利益剰余金 2,314,068 2,290,917

自己株式 △2,106 △2,120

株主資本合計 5,431,227 4,067,951

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,764 3,382

為替換算調整勘定 △529,367 △916,999

その他の包括利益累計額合計 △531,132 △913,617

新株予約権 20,266 28,703

非支配株主持分 1,323,879 1,125,410

純資産合計 6,244,241 4,308,447

負債純資産合計 17,613,780 14,147,965
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 14,925,925 15,447,723

売上原価 10,076,070 10,086,872

売上総利益 4,849,855 5,360,850

販売費及び一般管理費 3,195,184 5,111,234

営業利益 1,654,670 249,615

営業外収益   

受取利息 2,560 167

受取配当金 619 671

受取手数料 9,654 8,327

その他 17,781 2,178

営業外収益合計 30,615 11,344

営業外費用   

支払利息 161,188 274,805

支払手数料 521,645 172,903

その他 49,247 78,202

営業外費用合計 732,081 525,912

経常利益又は経常損失（△） 953,204 △264,951

特別利益   

固定資産売却益 - 255,965

特別利益合計 - 255,965

特別損失   

減損損失 2,620 2,836

特別損失合計 2,620 2,836

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
950,584 △11,823

法人税、住民税及び事業税 450,493 295,009

法人税等調整額 71,056 29,092

法人税等合計 521,549 324,102

四半期純利益又は四半期純損失（△） 429,034 △335,926

非支配株主に帰属する四半期純利益 180,295 41,912

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
248,738 △377,838
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 429,034 △335,926

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 134 5,875

為替換算調整勘定 △238,360 △464,194

持分法適用会社に対する持分相当額 - 18,317

その他の包括利益合計 △238,225 △440,001

四半期包括利益 190,809 △775,927

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 78,307 △760,322

非支配株主に係る四半期包括利益 112,501 △15,605
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

持分法適用の範囲の重要な変更

　第２四半期連結会計期間より、CITIC XinBang Asset Management Corporation Ltd.と共同で、Beijing

XinBang Daikokuya Trading Corporation,Ltd.を新たに設立したため、同社を持分法適用の範囲に含めておりま

す。

 

（会計方針の変更）

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 386千円 546千円

 

２　連結子会社（株式会社大黒屋）においては、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社東京スター銀行と貸出

コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 500,000 1,000,000

差引額 500,000 -

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 74,323千円 111,756千円

のれん償却額 31,273 39,090

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

当社連結子会社である大黒屋グローバルホールディング株式会社は、平成27年12月24日付にて、第三者

割当による募集株式の発行（デット・エクイティ・スワップ方式）を行い、当社はその発行された普通株式

45,953,700株を全株引受けいたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が

168,417千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、資本剰余金が1,454,647千円となっておりま

す。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、ＭＴキャピタル合同会社から第16回新株予約権の行使に

よる払込みを受け、資本金が144,537千円、資本準備金が144,537千円増加いたしました。また、当社は、平

成28年６月29日開催の定時株主総会決議に基づき、平成28年８月３日付で欠損填補を実施し、資本準備金を

1,316,229千円取り崩しその他資本剰余金に振替え、そのうち798,470千円を繰越利益剰余金へ振替えており

ます。

また、当社の連結子会社である株式会社大黒屋において、平成28年６月24日付で、新株予約権の行使による

払込みを受け、資本剰余金が153,204千円減少しております。また、同社において、平成28年６月24日付で

非支配株主から自社株式を取得し、資本剰余金が1,121,293千円減少しております。なお、これらの取引に

より、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が負の値となったため、その全額を利益剰余金に振

替えております。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,779,155千円、利益剰余金が2,290,917千円と

なっております。
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（セグメント情報等）

【セグメンメント情報】
Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
326,472 14,598,706 14,925,178 747 14,925,925 - 14,925,925

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

- - - - - - -

計 326,472 14,598,706 14,925,178 747 14,925,925 - 14,925,925

セグメント利益

又は損失（△）
106,414 1,896,904 2,003,318 △75,650 1,927,667 △272,997 1,654,670

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及び不動産賃貸業を
含んでおります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△272,997千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用
であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの資産に関する情報
　当第３四半期連結会計期間において、AU 79 LIMITEDの株式を取得し、同社及びその完全子会社計４社
を新たに連結子会社としたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の「質
屋、古物売買業」報告セグメントの資産の金額は、6,089,526千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「質屋、古物売買業」セグメントにおいてAU 79 LIMITED及びその完全子会社計４社の全株式を取得し
たことに伴い、のれんが発生しております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、708,959千円であ
ります。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
275,080 15,171,895 15,446,975 747 15,447,723 - 15,447,723

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

- - - - - - -

計 275,080 15,171,895 15,446,975 747 15,447,723 - 15,447,723

セグメント利益

又は損失（△）
73,126 657,183 730,309 △77,608 652,701 △403,085 249,615

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及び不動産賃貸業を
含んでおります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△403,085千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用
であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

大黒屋ホールディングス株式会社(E01891)

四半期報告書

16/19



（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当

たり四半期純損失金額（△）
3円18銭 △4円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又

は親会社株主に帰属する四半期純損失

（千円）

248,738 △377,838

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額又は親会社株主に帰属す

る四半期純損失（千円）

248,738 △377,838

普通株式の期中平均株式数（株） 78,149,306 80,018,723

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　　金額
3円16銭 -

  （算定上の基礎）   

　　親会社株主に属する四半期純利益調整額

　　（千円）
1,701 -

　　（うち支払利息（税額相当額控除後）

　　（千円））
1,701 -

　　普通株式増加数（株） 1,054,545 -

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

 

第14回新株予約権

（当社普通株式7,500,000株）

なお、これらの概要は「第3提

出会社の状況　1　株式等の状

況　（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。

 

 

-

 （注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在するもの

の１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

　　　（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

大黒屋ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

明誠有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  町出　知則　　 印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  関　　和輝　　 印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大黒屋ホール

ディングス株式会社（旧会社名　アジアグロースキャピタル株式会社）の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの

連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間

（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大黒屋ホールディングス株式会社（旧会社名　アジアグロースキャ

ピタル株式会社）及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間

の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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